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平成１６年度国土交通省税制改正主要項目結果概要

１ 住宅対策の推進

住宅ローン減税の延長等（所得税）

○ 現行の住宅ローン減税（最大控除額５００万円）は、１年間延長する（平成１６年
１２月３１日までに入居する者に対し適用する。）。

○ 平成１７年以降は、住宅ローン減税に係る控除対象限度額及び控除率を段階
的に縮減する。

○ 段階的縮減後の住宅ローン減税は、以下の枠組みとする。
・控除対象限度額：２，０００万円
・控除期間：１０年間
・控除率：１年目～６年目 １％、７年目～１０年目 ０．５％

【住宅ローン減税の段階的縮減】
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特定の居住用財産 の買換え等 の場合の譲渡損失の繰越控除制度の延(*) (**)

長及び拡充（所得税、個人住民税）

〇 適用期限を３年延長（平成１８年１２月３１日までの譲渡に適用）

○ 譲渡資産に係る住宅ローン残高がない場合も適用対象に加える。

特定の居住用財産 の譲渡損失の繰越控除制度の創設（所得税、個人住民税）(*)

〇 個人が居住用財産を譲渡した場合、当該譲渡資産に係る住宅ローン残高が譲

渡価額を上回る場合には、その残額分（住宅ローン残高－譲渡価額）について、

その年の翌年以後３年内の各年分の総所得金額等からの繰越控除を認める。

〇 平成１６年１月１日から平成１８年１２月３１日までの譲渡に適用

保有期間５年超の居住用財産の譲渡に限る。 床面積５０㎡以上の居住用財産の取得に限る。
(*) (**)

○ 繰越控除制度の仕組み
譲渡年 １年目 ２年目 ３年目
所 得 所 得 所 得 所 得

相殺 相殺 相殺 課税所得発生

課税 ① 課税 ② 課税 ③ 相殺

譲渡損失所得 所得 所得

なし なし なし

譲渡損失 譲渡損失 譲渡損失

①

②

③

譲渡損失

譲

渡

損

失

※譲渡損失を繰越控除することにより

譲渡年（損益通算）から３年目まで

は所得と損失が相殺される。

所
得
額

譲
渡
資
産

ローン
残債あり

ローン
残債なし

現行の適用対象

適用対象の拡充

買換え（住宅ローンによる取得）

特定の居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の
繰越控除制度の拡充

適用対象の拡充

売却のみ

住宅ローン残額から売却価額を控除し
た残額を限度とする

特定の居住用財産の譲渡損失の繰越控除制度
の創設

ローン完済者等も適用可能

賃貸住宅等に住替える場合も適用可能
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特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特

例措置の延長（所得税・個人住民税）

〇 適用期限を３年延長（平成１８年１２月３１日までの譲渡に適用）

・居住用財産を買い換えた場合に、譲渡した居住用財産の譲渡益について、課税の繰延べ

住宅及び住宅用土地の取得に係る不動産取得税の特例措置の延長及び

拡充（不動産取得税）

○ 住宅用土地に対する不動産取得税の特例措置を受ける場合の土地の取得か*

ら新築までの期間要件に係る特例措置（本則２年→特例３年）を共同住宅等でや

むを得ない場合に限り（本則２年→特例４年）に拡充

〇 適用期限を２年延長（平成１８年３月３１日まで）

新築住宅に対する固定資産税の減額措置の延長（固定資産税）

〇 適用期限を２年延長（平成１８年３月３１日まで）

・新築後３年間（中高層耐火建築物である住宅は５年間）、120㎡相当部分につき、税額を

１／２軽減

優良賃貸住宅等建設促進税制の延長（所得税・法人税・固定資産税）

〇 適用期限を２年延長（平成１８年３月３１日まで）

《特定優良賃貸住宅建設促進税制》
・所得税、法人税： 割増償却５年間 ２１／１００（耐用年数３５年以上 ２８／１００）
・固定資産税 ： １２０㎡相当部分につき５年間、税額の３／５を軽減
《高齢者向け優良賃貸住宅建設促進税制》
・固定資産税 ： １２０㎡相当部分につき５年間、税額の２／３を軽減

*　住宅用土地の取得に係る不動産取得税額について、①150万円、②住宅床面積の２倍（200㎡を限度）の土地価格、のいずれか多い額
に税率を乗じて得た額を減額する措置
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